平成１８年度　第４回　北海道入札監視委員会　議事概要
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成１９年２月７日１３時３０分～１５時４０分
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　道庁別館１０階企業局会議室　　　　

［参加者］
入札監視委員会委員　　　笠原委員長、浅水委員長代理、高井委員、森川委員、安田委員
発注関係部　　　農政部農村振興局事業調整課　谷口主幹、宍戸主査、水産林務部総務課　伊東主幹、安保主査、建設部建設管理局建設情報課　上谷主幹、高瀬主幹、中村主幹、首藤主査、寺崎主査、池田主査、木村（英）主査、同部建築局計画管理課　山崎主幹、藤田主査、出納局総務課　斉藤主幹、川田主査

事務局　　　　　　総務部行政改革局　西田局長、行政改革課　生駒課長、佐藤主幹、富岡主査　　

（　Ｑは質問、Ａは回答、Ｏは意見、要望等の略、Ｅは事務局等からの説明　）

報告事項（１）

　　＜平成１８年度の入札契約執行状況（平成１８年４～１０月末まで）の説明＞
Ｑ：　まず、落札率の５ページ、６ページを見た場合に、道警の落札率の数字が大きく落ちているのはなぜかということと、７ページを見れば明らかですが、道警はこちらの委員会で審議した時にも、多様な入札は、自分たちは道庁の本局ではないから導入する予定はない、とおっしゃって、それはまずいというふうにいったんだけれどもそのまま押し切られて、現状でもまだゼロのままとなっているわけですね。なので、改革を行っていないのに、業者の側で何か変わったのか、それとも、多様な入札とは別の形の改革をしたのか、そこの部分を伺いたい。
Ａ：　前回のあとに、道警から聞き取りをして、一度メールで差し上げていますが、制度的なことでいいますと、最低制限価格を若干検討し直して、引き下げた経緯があるということでしたが、全般的に、一般の公共３部の発注も減っていることから、発注内容は、信号機設置ですとか、道路の塗装が主ですが、公共工事全体の発注が落ちてきている、ということで競争が激化しているのではないか、ということでした。もうひとつ特徴的なことでは、委託で、電気保安協会しか出来なかったものが制度改正になって、競争入札が行われている、ということも聞いています。
Ｑ：　北海道全体から考えると、めちゃくちゃ異様ですね、論理的に。要するに、多様な入札制度を導入するから、ランダムカットを止めましょうということですが、多様な入札を導入してもそんなに落札率にそれほど優位さが見られませんね、というなかで、北海道警察が、多様な入札がゼロであって、落札率が落ちてきたというのは、これは論理性からいってもめちゃくちゃですね。行政改革課としてはどう思われますか。

全体に過去の流れから来て、全体に競争激化はしているわけですから。そういうなかで、何か答を見つけたいとおもうのですが。なったもので仕方がないというのは、面白くないので、北海道警察の方で、どうしてそうなったのか、という要因分析があればお聞きしたいですね。
Ａ：　分析は出来きってはいないのですけれども、工事の種類がだいぶ違うからなのか。

Ａ：　発注３部の工事より、規模は全体的に小さいですが。

Ｏ：　規模よりもシステムの話ですね。
Ｑ：　電気も確かに５０％切るようなものもありますが、道路標識でも５０％を切るような札が入っていますし、いろいろなところで落ちているので、落札率が落ちて良かったという考え方も一つにはあるのですが、多様な入札イコール入札改革という、入札監視委員会の持っていた枠組とは違うところで起きているというのは、委員会が提案した改革が正しかったのかということと、もっと違う形の改革があり得るのではないか、両方の意義を持ち得るのだと思います。業者さんが談合廃止宣言をしたとか、そのようなことはあるのですかね。

Ａ：　特に聞いておりません。

Ｏ：　スーパーゼネコンが談合廃止といっても、後ろに引っ張ってましたからね。あれだけではないですかね。

Ｏ：　１番目に挙げられた競争激化については、ほかの方も落ちてきていればわかると思うのですが、ほかのところは９０％台であるのに、道警さんだけがここまで下がってくるのかということは、別の要因があるのかなという気がします。
Ｏ：　別に下がったから道警がおかしいという話ではなくて、理由を分析して頂けますか。単に下がったということだけではなくて、どういうことをなさったのか、何が効いたのかという分析をして頂ければと思います。
Ａ：　前回は件数が少なかったのですが、今回は２００数十件出てますので、傾向的には今後変わらないと思われるので、次回までに文書で出すか、参考に来て頂けるようでしたら出席してもらって、お答えできればと思います。

Ｑ：　あと、付属的なことですが、７ページに本庁、支庁、企業局、教育庁での多様な入札が非常に少ないのですが、これは、今後変えるつもりはあるのですか。５ページを見る限りでは、指名競争をほとんどやっていて、あとは、ちょぼちょぼと（多様な入札が）あるわけですが、こういう指名偏重型というのは変えられないのですかね。
Ｑ：　数値目標が掲げられていないからということでは、なかったですかね。発注３部は６０％とか数値目標を掲げられたので、進んできたけれども、ほかは言われていないので、そのまま来たというようなイメージなのですが。本来はそうではないはずなのですけれども。
Ａ：　今、連絡会議の中で見直しをしていくという作業をしていますけれども、今回のものは全庁的で、そこに掲げられた内容は広く北海道全体で適用していく、今までのものは、発注３部でつくってきたものというところがあったので、そこのところは、今後はこちらにも及ぶということです。

Ｑ：　なんとなく言われたところはやるけれども、言われていないところはそのままという、指名の数にしても言われてなかったから、という感じがどこかにあるような気がします。そのほか、土木現業所で目標に達していない旭川と稚内は、これは何とかなるのですか。

Ａ：　きっちりやるというふうに聞いております。どうしても、適期施工でやむを得ずというものが少しあるということを聞いていますが、きちんとやるということです。
Ｏ：　目標は与えられていますので、達成して頂くようにお願いします。ほかにありませんか。

では、２番目の談合情報についてお願いします。

報告事項（２）

　　　＜談合情報への対応状況（平成１８年１０～１２月末まで）の説明＞

Ｑ：　これについて、何かございませんか。この「メーカーに問い合わせても教えてくれない」というのはすごいですね。

Ａ：　受付の期間の話とそのことについては、言っている内容が、詳しく知っているのかな、と思わせるものでした。メーカーから受けて販売するような業者が応募するという形です。
Ｑ：　この機械にはここという様にメーカーと卸との関係が決まっていて、契約業者が限られるなど、場合によって一社だけの契約業者の場合もあるのではないですかね。
Ｑ：　代理店以外には卸しません、というのもありますよね。

Ａ：　独占契約でそういう場合もあるかもしれませんが、今回の場合は、一般競争で参加できる可能性があるということで行われています。
Ｏ：　この１７番の入札額は、ずいぶん数字がそろっていますね。ほかになければ、次の総合評価方式の実施状況についてご説明願います。
報告事項（３）

　　＜簡易型総合評価方式の実施状況についての説明＞

Ｑ：　ポイントは、どうやって逆転とかすることになるのでしょうか。簡易型総合評価方式の定義はどうなっていて、総合評価方式としては、ほかにもいろいろありますよね、ポイントの換算の仕方が。今回の場合は、何をポイント化して入れているのでしょうか。
Ａ：　まず入札に参加した段階で、標準点を１００点、加算点として技術点を１０点としまして満点で１１０点です。それを入札額で割って数値化して、それの一番大きい数値を獲得した者が落札者になるという方式ですが、加算点の１０点につきましては、簡易な施工計画を求めまして、そこに技術提案等を記載しまして、評価点１０点のうち４点、そのほかに企業の技術力、工事成績ですとか、配置予定技術者の資格、営業所等の所在地、当該工事箇所での施工実績をあとの６点（客観点）で求めております。
　　　例えば、小樽土木現業所で逆転落札しておりますけれども、落札した業者が１０６点、これが２番札でしたが、1番札の業者が１０４点で２点違ったのですけれども、ここが価格で１００万円の差を逆転しています。

Ｑ：　客観点の加点分の６点分のところなのですが、女性の配慮とか、環境の配慮等、色々あると思うのですが、今回の場合は、特に地域とおっしゃったのと、あとは何でしたか。

Ａ：　過去２年間の工事成績の実績を２点として、優、良、可に評価しています。それと優良業者表彰（知事表彰）の有無、表彰された場合が１点です。
Ｑ：　６点の内訳で、業者の新規参入がどう評価されているか、聞きたいのですが。まず、地域で限定してしまうと特定地域で限定されてしまうというか、なぜ、そう考えなくてはいけないのかと言うことと、地域の施工経験ということで、新規参入が困難になってきますよね。一体何を加点し、何を根拠にしているのか、ということですが。
Ａ：　地域精通度を２点加点しておりますけれども、その中の１点は、本社、支社の所在地です。それと当該地区の工事実績を１点として評価しております。この地域精通度というのは、そこの場所にいることによって、地域のネットワークだとか、コミュニケーション、あと気象状況も各地によって違いますから、それと土質環境も違ってくると言うことから、地域をよく知っていないと、中々良い仕事も出来ないということから、地域性を要件としています。

Ｑ：　地域性が２点ですね。

Ａ：　あとは、配置予定技術者によって、建設業法でいう主任技術者、監理技術者の資格で１点、これは一級土木施工管理技士と技術士資格を有している場合が１点、一級土木施工管理技士の場合が０．５点、それ以外の２級土木施工管理技士の場合は０点評価です。あと、企業の技術力といって、企業の工事成績を２点、それに先ほど言いました知事表彰の分が１点で計３点、合計６点です。
Ｑ：　今回の総合評価方式でこういう結果が得られたのですが、どのように評価していらっしゃいますか。
Ａ：　評価としては、やはり技術力を入札に反映したいという考えがあります。また、アンケート調査を実施しております。技術と価格の両方を評価して入札を行うということ、品確法の意義なのですが、アンケート調査を実施している中で、技術力を重視した発注が非常に大事だと、発注者も入札参加者もそういう感覚で見ている。ただ、確かに縫合評価というのは非常に時間がかかるという問題、行政も、受注者にとっても施工計画書が必要であったり、いろいろと作業が大変だという問題もあります。来年度につきましては、その辺の課題等を改善しながら、試行を拡大していきたいと考えております。
Ｑ：　今回は、加点が１０点ということで非常に狭い中ですので、さっき点数が、１点か２点の開きで、そんなに４点も５点も開くような要素はないですよね。そういう意味合いからすると、最低入札額以外での落札が３件で、６７分の３といったら５％もいっていないわけですよね。本来であれば比率は逆になってほしいくらいですよね。
Ａ：　確かにそのような見方もあるのですが、今、加点が１０点で、そこのところを国も今制度的に大きくしていっているのですが、まさにその求める内容とバランスをとっていかないと、いうのがありまして、これもひとつの課題です。なかなか実質的に求めているのが、簡易な施工計画といって、プリントで求めていますので、そこに対してどれだけ評価加点を付けていくか、という話です。全体的に１０点というのが妥当だと考えているかについては、受注者側は１０点ぐらいという意向が結構多くて、発注者側はもう少し差をつけてもいいのではないかという考えが結構強い、というところはあります。
Ｏ：　受注者側が点数を少なくという発想は、従来の枠組みとあまり変わりたくないという背景を感じますね。

Ａ：　積極的肯定というよりは、むしろこの程度でいいのではないかというぐらいの意見です。

Ｏ：　たぶん総合評価方式は、あまり小さな工事までではなく、私の個人的な意見ですけれども、ある程度、大きな工事にどっと網をかけたほうが、今まで分散で発注していたものをまとめて発注して点数がぐっと開いた方が、効果がありそうな気がします。事務量やいろいろなことを含めて。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
Ａ：　確かに事務量などを勘案すると、すべての工事に適用するのは現実的に無理な話しだし、逆にこちらとしても、求めたい技術提案があるとか、きっちりと技術力を評価出来るだとか、そんな工事を優先的に行うとか、もう少し簡素な方法で評価出来る手法も考えていかなければならない。
Ｑ：　道路公団の橋梁談合の話で、規模を大きくすれば安くなるのに、わざわざ分けて高く、なおかつ、いろいろな会社に割り振った、と。逆に見ると、工事規模を大きくした方がコストが安くなるわけですよね、基本的にいえば。
Ａ：　今の積算体系で言えば、分割するよりも安くなります。
Ｑ：　そういう意味合いで、件数を多くするよりも、額を大きくしたほうがコストが安い、施工範囲にもよりますが。よくあるのが、道路舗装で、１０キロ一遍にやれば良いものを、１キロずつ、１０の工区に分けて発注するとか、和歌山でもありましたけれども、トンネルを分けて発注して、元々が下請けが一社だったりということがあって、規模の追求が必要だということもありますね。

Ａ：　ひとつはそういう面と、そういう面も大事な考えなのですが、もうひとつは、やはり北海道としては、地域地場産業の受注というのもありまして、官公需法という中で、地域の中小企業にというのも、一方では縛られており、逆に目標を設定しているというのもありまして、変な意味で分割するというのはありませんけれども、そういうことについても考えなければいけないという微妙なところでもあります。
Ｑ：　私が考えるのに、規模が大きいから、大手の業者が取るという意味ではなくて、地域限定でもいいのですが、こういう公募型の技術評価とすれば、件数が増えると、両方が大変ですよね。私の言っている趣旨はそういうことなのです。もっと量を増やして件数を少なくして、もっと技術点を上げていけば、逆転して動くということにもなるであろうと。今の１０点では１０％の範囲ですので、ひっくり返るとことがないというのが、本来の意味からすると、目的を達していないのですよね。６７分の３ですからね。

Ａ：　逆転される数がどのくらいあれば適正かは、非常に難しいのですけれども、やはり適切に技術評価されて逆転している。ちょっと３件は少ないのですけれども、その数も何が良いのかというのは、我々としても中々判断できない部分があって、今、まさに試行の中でいろいろな議論をしていただければならない、と思います。

Ｑ：　総合評価方式は、金額だけではないといっているのですから、金額が一番低いところに落ちるのであれば、金額とほとんど変わらないのではないのかと、逆に言われますので、金額は低くないけれども、技術で取れるというのが本来の趣旨ですから、それに合致しないですね、５％ないわけですから。先ほどの低入札のものは、橋梁の上部工でしたね。これは、橋梁の談合が明るみに出た後の話ですか。
Ａ：　はい。

Ａ：　橋梁は工場を遊ばせておくよりも、とりあえず取らざるを得ないというので、かなり叩き合いがあっての結果だと思います。
Ｏ：　スチールのほうはだいぶやめていくでしょう、水門の話もあったし。

Ｑ：　二つだけ、追加的な質問ですが、総合評価方式で、国交省でも検討されていると思うのですが、今回は技術力をかなり加点していますけれども、他にも財務力を入れるだとか、福祉だとか男女だとか、環境への配慮のような社会貢献をいれたり、それから安全への管理というように、全国的にはもっと多元的な要素を入れていると思うのですが、道庁の方ではもう少し多元的な要素を含めるというおつもりはないのですか。ちょっと見たところ、重なるような気がします、技術者の話にしても、工事成績についても、表彰についても、場合によっては４点の評価の部分も、同じものを重ねて繰り返し、評価して、結局、特定業者だけが有利になるという仕組みになってしまうと、まずいような気がしますが。
Ａ：　総合評価方式には３種類ありまして、高度技術提案型、標準型、簡易型と３種類ありまして、特に高度技術提案型というのは、環境だとか、例えば片側通行をしていて立体交差をやるだとか、要するに供用開始をもっと早めた方がいいとか、環境への負荷をどういう風に軽減しますか、とか、設計と工事をある程度一体にして技術提案を求めるようなものです。標準型は、トンネル、ダム工事だとか規模の大きい工事で、ここはまさしく環境面だとか、ライフサイクルコストだとか、そういった提言なども求めていくようなものなのです。今回ご報告いたしました簡易型は、簡易な施工計画を求めて、その業者の技術がどのくらいのものなのか、ということを点数化して、技術力を評価して入札を行うというような方式ですから、今後北海道も、標準型少し多くやっていこうかと考えています。
Ｑ：　もう一つの質問は、これはたぶん一枚の紙でそれぞれの定義を書いてもらえれば、たぶんこのやり取りを省略できてすぐ済んだと思うのですが、出来たらそれを後でお願いできたらと思いますが、もうひとつは、道の新しい試みとしてＰＦＩなどが前に実施されましたけれども、道の新しい入札の試行の仕方としては、この総合評価を目玉に考えているのか、ＰＦＩも総合評価方式でいくのか、はたまた、ほかの入札方法なども、ＶＥであるとか、どういう形で入札の方法、実験というか、新規導入を考えていらっしゃるのか。
Ａ：　総合評価については、今後導入していって、試行して増やしていこうとは考えていますけれども、入札制度につきましては、いま北海道では、多様な入札のなかで内数になっています。ＰＦＩというのは、事業主体の議論の方になるので、入札方式とは分けて考えているところです。ＰＦＩは、限定された実際の個別事業の中で、ＰＦＩ方式で事業を実施するというなかで今後出てくるのかと思いますが、入札制度とは別に考えています。総合評価もいろいろ課題がありますので、その中で整理しなければならないこと、国も一緒なのですけれども、まだ始まって動き出したばかりなので、その辺は、実証、検証しながらですね、進めていきたいと考えています。
＜　３　議事　入札監視委員会からの意見具申について＞

笠原委員長　　なければ、３つの報告事項を終わりまして、議事の入札監視委員会からの意見具申ということで、４年目になるのですけれども、区切りとして意見具申をしていこうということで、いままで我々が議論していたことを、我々が原案に盛り込んだほうが良いということを、過去の議論も思い出していただいて、ランダムで結構ですから、項目を、ああいう事があった、こういう事があったということをお話いただいて、その結果を私のほうが集約して原案を作っていきたいと考えていますので、資料２というのは、いままでのことが入っておりますし、先ほどの希望社からの２月６日付けの文書も入っておりますし、過去の入札監視委員会の議論を踏まえて、考えていただければと思っております。
　　　　　　　　　全国知事会から出された緊急報告というのがあるのですが、知事会は知事会のほうで指針を出されているのですが、我々のほうはこれに縛られること無く、我々独自で議論をしてまとめていったものが、知事会のものと一緒の方向を向くこともあるかもしれませんけれども、このようなことで議論を進めていただければと思います。
　　　　　　　　　

[ 以後、委員間で意見交換を行った。内容については、次回委員会での意見具申によることとする。]

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
以上

